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令和元年度決算の概要 

 

 

○ 歳入…市税は３年連続の増、過去最高額を更新 

納税義務者の増や景気の緩やかな回復による企業収益の増等により、市税額

が３年連続で増加し、過去最高額を更新した。 

なお、市税収入率は９８．４％で、市発足以来最高の収入率となった前年度と同

水準となった。 

 

○ 歳出…福祉・医療関係経費は幼児教育・保育の無償化等により増 

幼児教育・保育の無償化や、障害福祉サービス事業費等の増加により扶助費が

５８億円の増加となった。 

また、繰出金についても、介護保険特別会計や後期高齢者医療制度への繰出が

引き続き増加したことで１２億円の増加となった。 

一方で投資的経費については、繰越事業の増等により、５８億円の減少となっ

た。 

 

○ 財源調整用基金残高は、対前年度比減 

令和元年度末における基金残高は、前年度末の２７９億円から２０億円減少し

た。 

 

○ 市債残高 … 臨時財政対策債を除く市債残高は減少 

臨時財政対策債を除く市債残高は７，７０５億円となり、対前年度比４０億円の減

少となった。 

 

 

 



 

 - 2 - 

１ 一般会計 

 

（１） 概 要 

 ① 決算規模は、歳入、歳出ともに対前年度比増 

令和元年度一般会計決算は、歳入決算額５，４９８億９５百万円、 

歳出決算額５，４６４億７４百万円で、幼児教育・保育の無償化等により、ともに前年度 

より増加した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※以下、歳入歳出決算額の端数処理により、表中の数値（億円）が本文の数値と合わない場合がある。 

 

 

 

 ② 実質収支は５３年連続の黒字 

    実質収支は１６億３２百万円で、昭和４２年度以降５３年連続の黒字となった。 

（単位：百万円）

区　　　　　分 元年度 ３０年度 増減額 増減率

歳入決算額（A） 549,895 548,524 1,371 0.2%

歳出決算額（B） 546,474 545,370 1,104 0.2%

形式収支（C=A-B） 3,421 3,154 267 8.5%

繰り越すべき財源（D） 1,789 1,577 212 13.4%

実質収支（E=C-D） 1,632 1,577 55 3.5%
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 （２） 歳入の主な特徴 

  ① 市税収入 … ３年連続の増、過去最高額を更新 

市税全体では、納税義務者の増や景気の緩やかな回復による企業収益の増等に

より、１，７６５億４８百万円と対前年度４９億３３百万円(＋２．９％)の増となり、過去最

高額を更新した。 

・ 個人市民税は、納税義務者の増や税制改正（県費負担教職員制度の見直しに伴う

税源移譲）等により、６３６億９８百万円と対前年度２７億４２百万円（＋４．５％）の増

となった。 

・ 法人市民税は、景気の緩やかな回復により企業収益が改善し、１３４億２１百万円と

対前年度１億８４百万円（＋１．４％）の増となった。 

・ 固定資産税は、家屋の新増築や新規設備投資の増加などにより、７０２億１６百万

円と対前年度１５億５８百万円（＋２．３％）の増となった。 

・ 都市計画税は、家屋の新増築の増加等により１２０億２５百万円と対前年度１億５９

百万円（＋１．３％）の増となった。 

・ 市税収入率は、９８．４％で、市発足以来最高の収入率となった前年度と同水準と

なった。 
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② 地方交付税等 … 地方交付税は増、臨時財政対策債は減 

地方交付税と臨時財政対策債を合わせた総額は、９２０億９９百万円で、対前年度 

３３億３３百万円（△３．５％）の減となった。 

地方交付税は６５６億８１百万円で、対前年度３６億１６百万円（＋５．８％）と増加す

る一方で、臨時財政対策債は２６４億１８百万円で、対前年度６９億４９百万円 

（△２０．８％）の大幅な減少となった。 

 

■臨時財政対策債…国の地方交付税への財源不足対策として、平成１３年度に創設された

地方債。その元利償還金相当額については、全額が後年度地方交付

税で措置される。 

③ 市債発行額 

 … 臨時財政対策債を除く発行額は、対前年度２６億円の減 

地方交付税の振り替えである臨時財政対策債を除く市債発行額は、３６４億１１百

万円で、対前年度２６億２４百万円（△６．７％）の減となり、歳入全体に占める割合は、

前年度を０．５ポイント下回り、６．６％となった。 

なお、臨時財政対策債を含めた市債発行額は、６２８億２９百万円で、対前年度 

９５億７３百万円（△１３．２％）の減となり、歳入全体に占める市債の割合は、前年度

を１．８ポイント下回り、１１．４％となった。 
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（３） 歳出（性質別）の主な特徴 

① 義務的経費 … 扶助費の増等による増 

   人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費は３，１５１億４５百万円で、前年度

を４７億４１百万円（＋１．５％）上回り増となった。 

義務的経費比率については、５７．６％と前年度から０．７ポイント増加した。 

人件費は、対前年度７億９２百万円（△０．７％）減の１，０９５億５百万円となり、

人件費比率は２０．０％となった。 

扶助費は、幼児教育・保育の無償化等により、対前年度５８億１７百万円 

（＋４．４％）増の１，３９１億６３百万円となった。 

公債費は、対前年度２億８４百万円（△０．４％）減の６６４億７７百万円となった。 

 

 

 

    ■扶助費・・・福祉の法令等に基づいて実施する医療費の援助や各種手当ての 

支給、生活保護費、福祉施設の運営などに要する経費 
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   ② 扶助費及び福祉・医療関係繰出金 

 … 幼児教育・保育の無償化等により増 

幼児教育・保育の無償化や、障害福祉サービスが引き続き増加したことなどにより、

扶助費及び福祉・医療関係繰出金は、１，８１９億４０百万円で対前年度７０億２６百万

円（＋４．０％）の増となった。 

 

■福祉・医療関係繰出金・・・国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療の 

各特別会計への繰出金 

 

③ 投資的経費 … 繰越事業の増等による減 

投資的経費は、６２１億３８百万円となり、対前年度５８億４９百万円（△８．６％）の減と

なった。また、投資的経費比率は１１．４％と前年度から１．１ポイント減少した。 

これは、翌年度への繰越事業費が前年度を上回り、今年度の執行額が減少したこと

や、総合療育センター再整備事業が６１億円、折尾地区総合整備事業が３１億円それぞ

れ減少したことなどによるものである。 
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（４） 財源調整用基金残高… 対前年度比減        

令和元年度における基金残高は、災害救助基金の創設や新型コロナウイルス感染症

対策にかかる予備費の執行、義務的経費の高止まり等により、前年度末残高より２０億

円減少し、２５９億円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■財源調整用基金・・・財政調整基金、都市高速鉄道等整備基金、公債償還基金の３基金 

 

（５） 市債残高 …臨時財政対策債を除く市債残高は減少 

臨時財政対策債を含めた市債残高は、１兆１，５１２億円となり、対前年度１９４億８３百

万円（＋１．７％）の増となった。 

また、臨時財政対策債を除く市債残高は、７，７０４億７３百万円となり、対前年度４０億

８６百万円（△０．５％）の減となった。 
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２ 特別会計 

令和元年度特別会計決算は、歳入決算額４，１６２億２８百万円、歳出決算額４，０３７億

６２百万円で、実質収支は１２１億８１百万円の黒字となった。 

２１会計のうち、構造上収支均衡となる４会計（公債償還特別会計、土地取得特別会計、

臨海部産業用地貸付特別会計、市立病院機構病院事業債管理特別会計）を除く１７会計で

実質収支は黒字となった。 

 

３ 企業会計 

 

 

 

 

 

※病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施している。医療センター等

の運営は平成３１年４月１日に地方独立行政法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計には含まない。  

 

（１） 上水道事業会計では、有収水量の減により料金収入が減少したものの、職員給与費

や資産減耗費、支払利息等が減少したことにより、損益収支の額は前年度より２億４０

百万円増加し、１８億３２百万円の黒字となった。 

 

（２） 工業用水道事業会計では、給水量の増により料金収入が増加したものの、職員給与

費や減価償却費等が増加したことにより、損益収支の額は前年度より１７百万円減少し

たが、５億１８百万円の黒字を確保した。 

 

（３） 交通事業会計では、バス路線の見直しや経費削減など経営改善の取組みを継続し

たものの、新型コロナウイルスの影響等により乗合収入・貸切収入が減少したことなど

から、損益収支の額は前年度より１億４百万円減少し、１億７６百万円の赤字となった。 

 

（４） 病院事業会計は、平成３１年４月１日より医療センター、八幡病院等の運営を地方独

立行政法人北九州市立病院機構へ移行し、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる

企業債の償還等を管理することとなった。 

移行後の病院事業会計においては、門司病院の減価償却費により損益収支の額は

１億５４百万円の赤字となったものの、単年度実質収支は３６百万円の黒字となった。 

 

（５） 下水道事業会計では、有収水量の減により使用料収入が減少したものの、雨水処理

負担金（一般会計繰入金）の増加や資産減耗費、支払利息等が減少したことにより、損

益収支の額は前年度より３億５０百万円増加し、１６億９２百万円の黒字となった。 

（単位：百万円）

区　　分 上水道事業 工業用水道 交通事業 病院事業 下水道事業 公営競技事業

損益収支 1,832 518 △ 176 △ 154 1,692 5,447

単年度実質収支 △ 92 193 △ 256 36 △ 654 4,231

令和元年度末資金剰余 5,752 1,969 1,144 41 2,133 8,043
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（６） 公営競技事業会計は、車券・舟券の発売が好調であったため、損益収支の額は前年

度より２０億３１百万円増加し、５４億４７百万円の黒字となった。 

 

４ 健全化判断比率等 

 

 （１） 実質公債費比率 ・・・ ９．９％ 【H３０：１１．２％】 

前年度から１．３ポイント低下しており、これは平成２９年度に行われた県費負担教

職員の給与負担等の権限移譲に伴い、標準財政規模が増加したことなどによるもの。

（実質公債費比率は、H29、H30、R1 の３年平均で算出）   

 

 （２） 将来負担比率 ・・・ １７０．８％ 【Ｈ３０：１７１．７％】 

前年度から０．９ポイント減少しており、これは三セク債の償還がすすんだことなどに

よる市債残高の減等によるもの。 

 

健全化判断比率のうち、実質赤字比率と連結実質赤字比率については、実質黒

字のため比率なし。 

また、資金不足比率についても資金不足を生じている会計がないため比率なし。 

 

（参考） 

■実質公債費比率 

地方債償還額及び地方債の償還に準じる歳出額の標準財政規模に対する割合によっ

て、財政運営の健全性を表す指標。３ヶ年平均で算出する。 

（30 年度：H28～H30、 元年度：H29～R1） 

【本市に適用される基準】   地方債許可制移行基準   １８．０％ 

早期健全化基準        ２５．０％ 

財政再生基準            ３５．０％ 

 

■将来負担比率 

一般会計等の地方債残高をはじめとした、将来負担することが見込まれる各種経費の

総額の標準財政規模に対する割合によって、市の将来に向けた財政運営の健全性を表

す指標。 

 【本市に適用される基準】   早期健全化基準      ４００．０％ 

 

一般会計等：一般会計、土地区画整理、土地区画整理清算、公債償還、 

住宅新築資金等貸付、土地取得、母子父子寡婦福祉資金、 

臨海部産業用地貸付の各特別会計 

 


